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序節 一般規定 (L. 8201 条～L. 8207 条) (以下, 本号)
第１節 職業組織および監査 (L. 8211 条～L. 82115条)
(以上, 本号)
第２節 会計監査役の地位 (L. 8221 条～L. 82219条)
第３節 法定監査の実行 (L. 8231 条～L. 82321条)

















L. 2148 条・L. 2142434条および L. 214169条所定の基金を指す｡
Ⅲ.－ 本章の適用について [,]“公益事業団体”という用語は以下のものを
指す：




２号 保険法典 R. 3221171 条にもとづいて行政上の承認を免除された相
互保険会社を除き, 保険法典 L. 3101 条および L. 31011 条所定の保
険および再保険企業；
３号 社会保障法典 L. 93161 条第３号所定の相互扶助組織を除き, 社会
保障法典第９編第３章により規定された相互扶助組織および相互扶助組
織連合；





















a) 子会社の１つが与信公施設である, 通貨金融法典 L. 5171 条の意味
での金融持株会社；
b) 子会社の１つが本条の意味での公益事業団体である, 金融通貨法典 L.
5174 条の意味での混合金融持株会社；
c) 保険法典 L. 32212 条の意味での保険グループ会社；
d) 保険法典 L. 32213 条の意味での相互保険グループ会社；
e) 共済法典 L. 11142 条の意味でのグループ相互扶助連合；




典 L. 3811 条所定の追加の職業上の退職基金；
《８号 共済法典 L. 2141 条所定の追加の職業上の退職共済組合または退
職共済組合連合；
《９号 社会保障法典 L. 9421 条所定の追加の職業上の退職組織｡》
(欠格事由)
L. 8202 条 (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第４条により削




L. 8203 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第３条, 2016年６





D. 8201 条 個人または事業団体は, 連続する２会計年度の終了時に連結ま
たは結合貸借対照表の総額が50億ユーロを超えるときは, L. 8201 条Ⅲ第６号に
もとづいて公益事業団体の資格を付与される｡ 連続する２会計年度間一定の基準
値を超えなかったときは, 当該個人または事業団体は当該資格を失う｡


















当の詳細は, その請求により, L. 82319条所定の特別委員会または場合に応
じて管理の任務を負う機関または監督機関に伝達されることができる｡
Ⅱ.－ ① 委任またはその更新を受諾する前に, 会計監査役は以下のことを
確認しまた記録する：






役は, 欧州委員会2005 /909 /CE決議を廃止しており, かつ公益事業団体の計
算書類の法定監査に適用しうる特別な要請に関する2014年４月16日欧州議会お












186(626) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
L. 82031 条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第６条)
会計監査役の適法な選任なくして, または本章の規定または当事者たる個人も
しくは事業団体に適用しうる他の規定に反して指名されもしくは在職している




























L. 8205 条 ① すべての個人につき, 以下の行為は, １年の拘禁刑および
翻
訳
法と政治 69巻 3号 (2018年 11月) 187(627)
15 000ユーロの罰金に処される：




２号 L. 225219条Ⅰおよび L. 225223条の規定または停職もしくは一時的
な職務停止措置に違反して会計監査役職を違法に行うこと；
② 職業上の秘密に関する刑法典 L. 22613条および L. 22614条は, 会計監査
役に適用することができる｡
(罰則)
L. 8206 条 すべての個人につき, 法律上の兼職禁止にかかわらず, あるい
は個人の名前によるにせよ, あるいは会計監査役会社における社員の資格にお
いてにせよ, 会計監査役の職務を受諾し, 行使しまたは継続する行為は, ６ヶ
月の拘禁刑および7 500ユーロの罰金に処される｡
(罰則)






























188(628) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
(高等評議会)
L. 8211 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第６条, 2016年６







１号 高等評議会は, 会計監査役と L. 82215 条Ⅰ所定の第三国検査役
(５)
の登
録手続および L. 8221 条所定のリストの保管手続を行う；





４号 高等評議会は, L. 82331 条ⅢとⅤおよび L. 82318条Ⅲ所定の措置を
取る；
５号 高等評議会は, L. 8219 条所定の監査の範囲および方向を定める；高等
評議会は, その実現を監督し, またその調査の範囲内で勧告を発すること
ができる；
６号 高等評議会は, 本章の規定および2014年４月16日第537 /2014号 (UE)
規則の規定違反にかかわる調査に取り組む；
７号 高等評議会は, 本章第４節所定の要件のもとに制裁を宣告する；









10号 高等評議会は, 2014年４月16日第537 /2014号 (UE) 規則第27条所定の
翻
訳
法と政治 69巻 3号 (2018年 11月) 189(629)







Ⅱ.－ ① 高等評議会は, 以下の職務または職務のいくつかの執行を会計監
査役全国協会に委任することができる：






L. 8212 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第６条, 2016年６





























190(630) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
(６) formation restreinte
(７) de 	



















































L. 8213 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第６条, 2016年６
月17日施行) Ⅰ.－ 指名に先立つ３年以内, 高等評議会の構成員は, 計算書
類の承認の職務を実行し, 議決権を保有し, 管理または監督機関に属してはな
らずまたは会計監査役会社の従業員となってはならない｡




L. 82131 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第６条, 2016年












L. 82133 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第７条, 2016年


























Ⅱ.－ 職業上の秘密は, 裁判補助職による場合を除き, その職務遂行におい
て高等評議会およびその他の公共機関に対抗することはできない｡
(政府委員)







L. 8215 条 Ⅰ.－ 2017年１月20日法律第201755号第455
｡
条により削除｡
(2007年12月24日法律第20071822号第86Ⅰ条) Ⅱ.－ 高等評議会は, Ⅲお
よびⅣ (2009年12月30日法律第20091674号第99Ⅱ条, 2011年１月１日施行)
《ならびに L. 82161 条》所定の費用および手数料の収入を受領する｡
Ⅲ.－ (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第46条, 2016年６月17日





R. 8218 条 政府委員の職務は, 民事事件および公印の長またはその代理人に
より行使される｡






































R. 82110条 Ⅰ.－ ① 高等評議会長は, 破毀院構成員の報酬または当該構
成員が主張することができる手数料および年金とともに, 兼任可能な職務の請負
手当を受領する｡
② 人数限定団体の長は, 司法官の報酬, または元司法官に関するときは主張す
ることができる手数料および年金とともに, 兼任可能な職務の請負手当を受領す
る｡
③ 高等評議会長以外の高等評議会の構成員および L. 8212 条Ⅰ第２号所定の
構成員は, 会議体・部局または人数限定団体の各会議について請負手当ならびに
この者らが参加する高等評議会の決議の準備作業について毎年の上限の制限内で
の請負手当を受領する｡ L. 8212 条Ⅲ所定の委員会の審議への参加として補足手
当も受領することができる｡
④ 上記の手当および毎年の上限金額は, 司法大臣たる国璽尚書のアレテにより
194(634) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
L. 82151 条ないし L. 82153 条 2016年６月17日以降, 2016年３月17日
オルドナンス第2016315号第52条により削除
(会計監査役全国協会)

















R. 82113条 業務執行役員は, 高等評議会と契約上定められた報酬に加えて,
司法大臣たる国璽尚書のアレテにより定められた職務の請負手当を受領する｡
(予算)
R. 821143 条 (2008年８月29日デクレ第2008876号第６条) ① 予算およ
び会計の執行は, １月１日に開始し, かつ12月31日に終了する｡
② 高等評議会は, 執行の開始前に各年度予算を決定する｡ 予算は, 予想される
収入および高等評議会に付与された職務執行により必要とされる費用の予想を含




法と政治 69巻 3号 (2018年 11月) 195(635)
(分担金)
L. 82161 条 (2009年12月30日法律第20091674号第99Ⅰ条, 2011年１月
１日施行) ① 金融証券が規制市場上での取引を認められたまたは公衆の寛



































R. 8211471 条 (2010年10月25日デクレ第20101270号第４条, 2011年１月
１日施行) ① L. 82161 条の適用について, 会計監査役全国協会は (2016年
７月26日デクレ第20161026号第 7Ⅷ条)《業務執行役員》に以下のことを報知
する：
１号 毎年10月31日までに, L. 82161 条第１項所定の個人および事業団体を対
象とする計算書類法定監査の職務の執行に対して, 構成員により当該年度中
に請求される報酬の予想金額；
２号 毎年３月31日までに, L. 82161 条第１項所定の個人および事業団体を対
象とする計算書類法定監査の職務の執行に対して, 各構成員により前年度中
196(636) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
(10) organismes de sociale
(11) 	de financement
(12) institutions de 
	





L. 8219 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第10条, 2016年６
月17日施行) ① 職業上の活動である監査が公益事業団体を対象として職務
を遂行する会計監査役に関するときは, 当該監査は, 2014年４月16日第537 /
2014号 (UE) 規則第26条の規定に合致した要件のもとに, 会計監査役高等評
議会監査人により行われる｡
② 職業上の活動である監査が公益事業団体を対象として職務を遂行しないと













② 第２号所定の情報にもとづいて, (2016年７月26日デクレ第20161026号第 7
Ⅷ条)《業務執行役員》は, 分担金を清算し, また会計係員に証拠書類を付置し
て入金の順序を定める｡




法と政治 69巻 3号 (2018年 11月) 197(637)
６月17日施行) 検査役および監査任務に参加する者すべて, 監査の対象となる
会計監査役とのすべての利益相反を避ける方法で選任される｡
L. 82111条 2016年６月17日以降, 2016年３月17日オルドナンス第2016315
号第52条により削除
(高等評議会職員)
L. 82112条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第11条, 2016年



































198(638) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
(欧州連合構成国当局への情報・文書の伝達)
L. 821122 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第13条, 2016






Ⅱ.－ ① 高等評議会は, Ⅰ所定の当局からの援助の請求に応じるために,





L. 821123 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第13条, 2016








ために, 高等評議会が決定する監査行為を, L. 8219 条所定の検査役により行
わせることができる｡
③ 高等評議会は, 例外的名目で, L. 8219 条所定の監査に対して援助するこ




L. 821124 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第13条, 2016
年６月17日施行) 前２条所定の目的のために, 高等評議会は, 外国の自然人ま
翻
訳




L. 821125 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第13条, 2016











得した資料を伝達するときは, 当該当局は, 商法典 L. 4634 条を適用されず
に, 事業取引の秘密の保護に対する企業の適法な利益を考慮する｡
(監査規準)
L. 82113条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号, 2016年６月17
日施行) Ⅰ.－ ① 会計監査役は, 年次計算書類および連結計算書類の法定
監査に関するかつ理事会78 /660 /CEEおよび83 /349 /CEE指令を改正しまた理



























Ⅲ.－ 欧州議会および理事会の2006 /43 /CE 指令を改正しかつ理事会の78 /







L. 82114条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第15条, 2016年
６月17日施行) ① 高等評議会は, 自らのイニシアティブによりまたは司法大
臣たる国璽尚書・金融市場庁・健全性監督破綻処理機構もしくは会計監査役全
国協会の請求にもとづき, L. 8211 条第２号所定の規準を採用する｡
② 規準の草案は, L. 8212 条Ⅲ所定の会議により作成される｡
③ 当該規準は, 会計監査役全国協会に対する通知後, 高等評議会により採用
される｡ 当該基準は司法大臣たる国璽尚書のアレテにより認可される｡
(本節の適用要件)



































202(642) 法と政治 69巻 3号 (2018年 11月)
